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6）諸第三者に対する諸権利
『諸第三者に対するそのような仲間達の諸権利に影響を与えるように， 自分
の仲間達を拘束できる lジョイント・ベンチャーの 1メンバーの代理権は，一
般に諸パートナーシップに適用可能な法によって支配されるべきであるJ
そのようなメンバーの仲間と取り引した l第三者に対する lジョイントベン
チャーの 1メンバーの諸権利を考慮する際，諸パートナーシップの法が，諸第
三者と諸メンバーの関係に関しては適用になると，法（therule）は宣言してき
た。（鉛）そして lジョイント・ベンチャーの 1メンバーの諸行為や諸合意は，その
合弁企業に含まれている諸事項に関しては， 1第三者に対する他のメンバーの
諸権利を無効にしたり，制限したりするのであろう。（97）そして，ある諸事情の下
では， lジョイント・ベンチャラーへの通知（notice）は，彼の仲間に帰する
（飽）
ことができるであろう。しかしながら，何らかの状況の下において， l合弁企
業に関する 1当事者は，そのような企業に関する他の諸当事者の代理人ではな
いという見解に，権威性がある。
（鈎）
ある知らない第三者（aninnocent third person）のlつの衝突しているクレー
(10) 
ムが存する場合， 1ジョイント・ベンチャーの 1メンバーの当該諸行為は，そ
のようなメンバーに明示的に与えられた代理権に従ってその合弁企業に含まれ
ている財産を処理したり譲渡したりする際に，そのような財産におけるそのよ
うな仲間の利益に関し，彼の仲間に拘束力があるであろう。もし，財産を売却
すべきメンバー達の権限が彼らのこ者あるいは三者以上聞の契約によって制限
されないならば，誠実に，その合弁企業を続行する際，そして，通常かつ妥当
なやり方で，いかなるメンバーによってなされる 1売却も，諸第三者に対する
自分達の諸権利の点で，すべてのメンバー達を拘束する。
しかし，そのルールは，次のように宣言されてきた。すなわち， l第三者は，
そのような財産がそのジョイント・ベンチャーに属したことを認識してないし
通知して（withknowledge or notice），あるいは，含まれている様々の諸取引
についての諸当事者の利益に関し認識しであるいは通知して，そのような第
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三者によって受け取られあるいは転じられた財産の点に関し，責任を負うこと
(102) 
が要求されるであろう ；そして，あるメンバーから，他のメンバーのその中に
ある利益を認識して財産に対する権原を取得する l人の人は，そのような利益
に従いその財産（権）を取得し，そのために責任を負わなければならないであ
(103) 
ろう，と。
後者のルールに従って，その財産が1ジョイント・ベンチャーの支配下にあ
(104) 
る物であるとの認識をもって，あるいは，譲渡できるその売主の権限に関して
(1侃）
自らを調査へとつなぐ諸事実を認識して，法的権原の所持人から不動産を購入
する 1人の人は，その点で，その売主の仲間違の諸権利に従う当該財産（権）
を取得する；そしてその仲間達の（諸権利の） (their）便益のために，衡平法
は，その財産（権）に l信託を印象づけるであろうし，その購入者に対してそ
(106) (107) 
れを強制するであろう。ある同様のルールは，動産に関して認められてきた。
しかしながら，ある契約の下で満期となるべき金額（moneys）に関し，その譲
受人の諸権利に劣った，そのような仲間の諸権利を与えるべく，そのようなメ
(108) 
ンパーの l人の開示されない仲間に対し，抱束力があるかもしれない。
当該シンジケートの合意にそむいた， lシンジケートの諸メンバーの過半数
の諸行為は，そのシンジケートの合意の条件について認識のある諸第三者に対
する，そのような他の諸メンバーの諸権利に関しては，そのような他の諸メン
バーがそのような諸行為に合意せず，その点に関し禁反言によって禁止されて
(109) 
いない場合はi他の諸メンバーに拘束力がない，と考えられてきた。そして，
そのような執行委員会が，そのシンジケートの当該諸目的のために必要な諸行
為を遂行すべき権限を与えられている場合には，ある同様のルールは，そのシ
ンジケートのそれらの諸目的に相反するシンジケートのある執行委員会の諸行
為にに適用されると考えられてき♂）諸ジ、ヨイント・ベンチャラーが，そのよ
うな人の財産権の l買主を取得するべく l第三者との彼らの約束を完全に履行
し，そしてそれによって自分達の手数料を得た場合には， lジョイント・ベン
チャラーが，そのような第三者に，その買主が自らの契約により要求される更
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なる諸支払いをなさないであろうと信じるに至らしめるという単なる事実は，
自らの手数料を回収すべき他のジョイント・ベンチャラーの権利を無効にはし
ない。
概して， lジョイント・ベンチャラーの 1債権者は，そのような債権者がそ
の合弁関係（jointrelation）を知っている場合には，その合弁企業（joint
enterprise）と関係のあるそのジョイント・ベンチャーの他の諸メンバーに当然
支払われるべき基金をその負債に関する 1借金の形式で保持する権限は与えら
れていない：2) lジョイント・ベンチャーに含まれている諸取引の当該総収益の
部分を受けとった 1第三者は， しかしながら，彼らの仲間により集金（colle
ctions）がなされ，諸費用が支払われた後の純収益の 1部分（percentage）に
対して資格を有する 1ジョイント・ベンチャラーに対し，必ずしも有責とは限
らない。 lジョイント・ベンチャーの lメンバーは，そのジョイント・ベンチャー
の主要事項である l契約のその履行のために，そのようなメンバーの仲間のそ
の契約に対する担保から回復すべき権限を有しない。
仲間の持分の購入 何らかの情況の下で 1シンジケートの 1メンバーは，
他のメンバーの当該持分の諸購入によって， I第三者に対するそのような他の
メンバーの諸権利を獲得するであろう。
諸ジョイン卜・ベンチャーによって組織される会社 （corporαtion）の責任
1ジョイント・ベンチャーに従事している人々の 1契約に従って組織された
l会社は，その会社がそのような責任を負う（hasasumed）場合，そのような
契約に関する 1当事者により，そのような契約に従って，その会社の組織に優
先して与えられる諸役務に対してそして，同様の諸情況の下でそのような当事
者によってこうむらされた諸費用のために有責である。
支払の十分性 1ジョイント・ベンチャラーへの支払は，そのジョイント・
ベンチャーの全メンバーへの債務を免責する（discharge）のに十分であろう。
特に支払いを受ける人が，集金をなすべく正当に代理権の付与された場合，あ
るいは，それに関して支払いがなされるそのビジネスが，当該受取人のその名
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(120) 
前で取り引きされている場合はである。しかしながら，ジョイント・ベンチャ
ラーは，そのような人のそのような仲間への責任の免責の際，当然には l第三
者からの支払いを受けるべき自分の仲間の当該一般的代理人ではないと考えら
れてきた。
メンバーの秘密の便益あるいは，違法行為 諸ジョイント・ベンチャラー
へ売却された財産権のその売主が，その購入への 1誘因として彼らの 1人に対
しある秘密の利益（profit）ないし便益（advantage）を与えるならば，彼は，
その有罪のメンバーとともに， 1共同不法行為者となり，そして，その詐欺を
発見したら，その他の人々は，その購入契約を無効にし， 自分達により支払わ
(122) 
れたその対価（considera tion）の回復をするであろう。損害の表示（showing)
は， lジョイント・ベンチャーのだましとられたそのメンバーが， l第三者と
の1契約を無効にするのを許すのに本質的とは考えられてこなかった。その契
約作成が，そのようなメンバーの仲間とその第三者との聞の 1つの秘密の詐欺
(123) 
的な合意によって，惹起された（wasinduced）場合にはである。
7）諸ジョイント・ベンチャラーへの諸訴訟
『諸ジョイント・ベンチャラーの責任を強制すべき 1第三者による 1訴訟に
おいて，一般にあらゆる諸メンバーは，被告たる諸当事者とされるべきである。
しかし何らかの諸事情の下では，その訴訟は当該ジョイント・ベンチャーその
ものに対して提起されるべきである。』
一般に，法上諸ジョイント・ベンチャーの責任を強制すべき 1訴訟は，責任
のあるそのジョイント・ベンチャーのすべての諸メンバーに対して提起される
べきである。何らかの諸事情の下において，その訴訟は，そのジョイント・ベ
ンチャーそのものに対して提起されるかもしれないし，提起すべきある一方，
それらの諸合同的債務者すべてを加えた 1請求者は，送達が全員の上に獲得さ
れえない場合には，彼らのうちの全員より少ないものに対して訴訟手続を行う
であろう。そして，もし，その他人がそのように契約する際自らと同じくらい
1ジョイント・ベンチャーにおける自分の仲間達を代表することを認識しな
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いである人が他人と， 1契約を作成したならば，ある人は，その契約について
のある訴訟においてそれらの仲間達を眠っているパートナー達（dormant
partners）として扱うであろうし，その訴訟において，彼らを加える必要はな
いであろう。
1当事者は， lジョイント・ベンチャーの該諸メンバーを，彼らが自らの制
限された事業をそれによって継続する名前を単に明示することだけによって訴
(128) 
訟に持ち込むことはないであろう口彼らのうちの l人が，全員が負っている l
借金を持っておりそしてそれの支払いを負う諸ジョイント・ベンチャラ一間の
1セツルメントの後では，それについての 1訴訟は，彼に対して個人的に提起
(129) 
させるであろう。
応訴 （Appeαrαnee) lジョイント・ベンチャラーのための 1応訴（an
appearance）は，他の諸ジョイント・ベンチャラーのための l応訴ではないで
(130) 
あろう口
令状 （Process) いくつかの裁判管轄権において， もし， Iジョイント・
ベンチャーが，その裁判管轄権において， 1つの通常のビジネスの場所を有し
ているならば，それについての令状の送達は，その裁判管轄権内にあるビジネ
スの lつの通常の場合をもっ lパートナーシップの上の送達を規制している当
該ルールに従ってもたれるであろう。他の諸会社とともに 1ジョイント・ベン
チャーに従事している 1会社への令状の送達は，その召喚状や訴状がその企業
を申し立てる場合には，その同じジョイント・ベンチャーに従事している他の
諸会社への良好かつ有効な令状の送達を構成すると考えられてきた。）しかし，
それらの諸召喚状も訴状もそのような諸会社を諸ジョイント・ベンチャラーと
記載しない場合には， l会社への令状の送達は，送達されたその企業に関して
(1犯）
のみ有効であり，他の諸会社への令状の送達を構成しないと考えられてきた。
しかしながら，また， l合弁企業 (jointenterprise）の lメンバーへの令状の
送達は，他のメンバーに裁判管轄権を付与するのに充分ではないともまた考え
(134) 
られてきた。
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裁判地 （Venue) 諸ジョイント・ベンチャラーへの諸訴訟における裁判地
を尊重する諸考慮は諸パートナーシップに対する諸訴訟において支配するもの
(1お）
と同じそれらの諸法原則によって，一般に支配されている。
8）訴答（Pleading)
『諸ジョイント・ベンチャラーとしての諸被告に請求するためには，その原
告の最初の訴答（thedeclaration），申し立て（petition），あるいは訴状（告訴
状 complaint）は，諸ジョイント・ベンチャラーとしての責任を示すのに充分
な諸事実を陳述しなければならないJ
一般に，諸ジョイント・ベンチャラーとしての諸被告に請求するためには，
その原告の最初の訴答，申し立て，あるいは訴状（告訴状）は，諸ジョイント・
(136) 
ベンチャラーとしての責任を示すのに充分な諸事実を陳述しなければならない，
そして，合弁企業に関する 1つの陳述が欠けている場合1人の個人の該諸行為
は，他人に帰せしめうるとは考えられないであろう（アしかしながら，そのジョ
イント・ベンチャーのその存在の陳述を特にしないことは（failurespecifically 
(138) 
to～），そのこと自身不充分な訴答を与えてはいないし，あるいは， 1ジョイ
ント・ベンチャーは存在したという，あるいは，含まれているその債務は， l 
ジョイント・ベンチャーの過程で受けることになったという， lつの主張と証
拠のそごとしての異議のある証明（objectionableas a variance proof）を与え
(1ぬ）
ることにはならない。
もし，当該訴訟が， Iメンバーに対してだけ提起されるならば，それらの他
(1却）
の諸メンバーの該非併合への異議は，有効とするべく訴答として提出されなけ
ればならないし，もしそのように訴答として提出されないならば，放棄された
ものと考えられるであろう。
1ジョイント・ベンチャーのそれらの個々的な諸メンバーへの 1つの個人的
な判決を求める l訴訟において 1つの申し立ては， 1訴訟原因をのべているこ
とにはならない，もし，ジョイント・ベンチャー財産がないということ，ある
いは，，そのような財産がそのジョイント・ベンチャーのそれらの借金を満足
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させるのに不充分なことを述べることに失敗するならばである。このようにし
て，それに対する回復が求められている諸法的役務が， 1ジョイント・ベンチャー
に与えられたならば，その回復のための 1訴訟は，支払不能（insolvency）す
なわちそれらののこっている諸ジョイント・ベンチャラーの側で（onthe part) 
支払えないこと，の主張がない場合に， 1人の減じられるジョイント・ベンチャ
(143) 
ラーの財産に対して維持することはできない。
9）証拠
『lつの陳述されたジョイント・ベンチャーから生じる責任を創設すべき l
訴訟において，そのジョイント・ベンチャーの存在は，推定されないであろう，
そして，その点についての立証責任（thebunden of proof）は当該原告にある。』
lつの申し立てられたジョイント・ベンチャーから生じる責任を創設すべき
（！必）
l訴訟において，当該ジョイント・ベンチャーの存在は推定されないであろう，
しかし，一般に i第三者のそれらの諸権利が含まれている場合には， lジョイ
ント・ベンチャーは，それらの諸当事者の諸行為や原告の最初の訴答（decl
(145) 
arations）から 1つの合理的な推論の結果として推定されるであろう。 1ジョ
(146) 
イント・ベンチャーのその存在を証明する責任は，原告側にあり，そして， 1 
ジョイント・ベンチャラーと取り引きする l第三者たる購入者は， 自分が取り
引きするその当事者が，そのジョイント・ベンチャーのために Iつの拘束契約
に入るべく代理権が付与されていたことを示すべき責任を有しているう7）そのよ
うにして，また，詐欺的不実表示のための諸損害のための訴訟において，原告
は，ある諸被害は，他の諸被告の諸代理人であったことを証明すべき責任を有
(148) 
している。他方，諸被告は，防禦に関する諸事項を証明すべき責任を有してい
る。そしてそのようにして，そのベンチャーを拘束すべき実際の代理権に関し，
lジョイント・ベンチャラーの欠陥につき原告が認識を有したという証明でもっ
(150) 
て名乗り出ることは，諸被害に義務として課されているのである。
資格のある，関連した，そして決定を左右するような証拠は，認められるう！）そ
のようにして，自分とその共同被告人は， 1ジョイント・ベンチャーに従事し
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たという l被告の証言（testimony）は，そのようなジョイント・ベンチャー
に関する合法的に許された証拠で、あるう2）また，証利益や諸損失のその割合に関
するそれらの諸事実を確かめるべく意図された諸質問は，当該諸当事者が1ジョ
イント・ベンチャーに従事していたか否かの問題に関係あるものとして適当
(1悶
(proper）である。
(154) 
一般的な諸ルールは，その証拠の重さや充分さの点に関し適用される，そし
て，これらの諸ルールに従って，これらの諸裁判所は， lジョイント・ベンチャー
(1日）
のその存在，そのジョイント・ベンチャーにおける 1人の特定の被告のその会
(1鴎）
員としての資格， 1ジョイント・ベンチャーに入るべき諸当事者のその意図，
(1回）
その取引において他人を結合すべきそれぞれの被告のその代理権，そして，そ
のジヨイント．ベンチヤ一．アグリ一メントをささえている該約因（the
仰国ider ion) 
定してきたO
諸裁判所が，その証拠の充分性を調べてきた他の諸問題は，そのジョイント・
ベンチャーに関する他の諸コベンチャラー（coventurer）のその行為を指揮し
(160) 
たり支配したりする， 1コベンチャラーのその権利，そのジョイント・ベンチャー
の推進の過程であるような該諸被告の当該諸訴訟，与えられた諸サービスゃな
された諸前払い（advernces）のためのそれらの諸被告のその責任ア）その第三者
(163) (164) 
の資金（funds）のその獲得や使用における詐欺，そしてその他の諸事項を含ん
でいる。
10）事実審理と判決
『1つの申し立てられたジョイント・ベンチャーから生起する責任を立証す
べき l訴訟において，何がlジョイント・ベンチャーを構成するかは， 1法律
問題であるが， 1ジョイント・ベンチャーが存在するか否かは 1事実問題であ
る。』
1つの申し立てられたジョイント・ベンチャーから生じる責任を立証すべき
1訴訟において，何が1ジョイント・ベンチャーを構成するかは， 1法律問題
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(165) 
である； しかし， 1ジョイント・ベンチャーが存在するか否かは，当該諸当事
(16) (167) 
者の合意や彼らの行為のように，当該取引を囲む諸客観的事情から該事実の審
(1鎚j
査官（thetrier of fact）によって解決されるべき 1事実問題である。エストツ
ペルによるジョイント・ベンチャーを除く総てのケースにおいて， 1ジョイン
ト・ベンチャーのそれらの本質的諸要素の証明は，該陪審員へのIジョイント・
ベンチャーのその存在に関する該問題の付託のために必要であり（1;9）そしてその
証拠が議論の余地のない場合は， 1ジョイント・ベンチャーが存在するか否か
の決定は，その証拠から推論されるべき法律に関する 1結論である。
どのような諸事項が，そのジョイント・ベンチャーのその範囲内であるかは，
その裁判所の該意見の中においてでなければ，一般に 1事実問題で、ある（：71）しか
し， 1つの推論の結論（inference）が合理的な人々によつて導き出されうる？
ある特定の問題に関するその証拠が抵触しているか，異なった諸推論を支持す
るならばプ）その証拠がその特定の問題の当該陪審員への付託（submission）を
保証する（warrant）のに十分でないならば）その問題は，それらの諸事実に
関する当該審査官（thetrier）のためのもの（one）である，そして，一般に，
lジョイント・ベンチャーのその存在に関するいかなる実質的証拠も，その陪
審員にとって 1つの事実問題を指示する。
一般的諸ルールは，諸ジョイント・ベンチャーに関する諸指示（instructions)
に関し適用になる（：76）そして，一群の定まった諸事情（agiven set of circumstances) 
がlジョイント・ベンチャーに生起するか否かという問題に関し，当裁判所は，
該陪審員に正当に指示すべきである。諸指示のその正当性は， 1ジョイント・
ベンチャーの範囲の限定， lジョイント・ベンチャラーとしての 1個人の当該
責ィ£：79）そしてそれらの諸ジ、ヨイント・ベンチャラーにより， 申し立てられた諸
(180) 
詐欺的不実表示という諸問題に関し，決定されてきた。
1つの合意が1ジョイント・ベンチャーのその経営（prosecution）のために
存在したという l裁判所の認定に対抗して，いかなる禁止も存在しない。そし
て，諸被告がlジョイント・ベンチャーに従事したという lつの認定は，当然
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には，それらの諸問題の範囲外にある 1つの認定ではない。原告の訴答が特に，
1ジョイント・ベンチャーが存在したとの主張に失敗しでもである口 1ジョイ
ント・ベンチャーにおけるそれらの諸パートナーの 1人あるいは 2人以上に関
する lつの却下ないし訴えの却下（adismissal or nonsuit）が，全員の責任か
らの 1つの免責（adischarge）として作用するならば，その場合には，それら
の諸パートナーの l人あるいは2人以上を支持する l評決（averdict）は，そ
(1&1) 
れと同じ結果を有しなければならない。
そのジョイント・ベンチャーのいかなるメンバーの財産も，そのベンチャー
(184) 
に対する当該判決を満足すべく責任がある。
11）諸ジョイント・ベンチャラーによる諸訴訟
『諸ジョイント・ベンチャラーへの責任を強制すべき諸第三者に対する 1訴
訟において，一般に，そのジョイント・ベンチャーの全メンバーは，原告諸当
事者として，参加せられなければならないJ
一般に， 1ジョイント・ベンチャーに従事している人々に負っている一つの
借金に関し，提起される 1訴訟において，それらのあらゆる諸メンバーは原告
(18.5) 
諸当事者として加えられなければならない。しかしある実務（practice）の下
では，諸パートナー・シップに適用すべき当該諸ルールへのアナロジーによっ
て， lジョイント・ベンチャラーは，すべてのコベンチャラーのために 1訴訟
(186) -l, (1槌）－ 2
を継続してもよい。いくつかの裁判管轄権において，そのジョイント・ベンチャー
それ自身，そのジョイント・ベンチャーの財産（権）に対する損害のための l
訴訟を継続すべき正当な当該原告当事者で、ある（：87）そして， 1コベンチャラーの
その名前で個人的に提起される，そのようなクレームに関する 1訴訟は，その
訴訟を開始すべき当該原告における l訴権や利益（aright of action or interest) 
(1槌j
を開示しない。もし，当該諸ジョイント・ベンチャラーの何人かが，その事業
(the business）のその基金（thefunds）を横領した該被告とともに，自分達の
共謀の故にその訴訟に加わることを拒絶するならば，その他の人々は， 自らの
含まれる仲間達に加わることなしに，横領されたそれらの金額（themoneys) 
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の自らの比例した分担所有権（shares）のために法で訴訟を起こしうるであろ
(189) 
う，と考えられてきた。
2あるいはそれ上の諸ジョイント・ベンチャラーに負う l借金が，その借金
に関する自らの分担（share）に関し，彼らのうちの l人に対するその支払いに
よって部分的に免責された場合には，彼の仲間や仲間達は， 1原告として彼に
加わることなしに，その残余権（theremainder）のために，訴訟を起こしうる
(1的）
であろう。全員の利益のためではあるけれども， 1人のメンバーのみの名前で，
l契約がなされるならば，その契約違反のための諸損害を回復すべき 1訴訟は，
原告として自分の仲間違に加わることなしに，単独でその契約しているメンバー
によって継続されうるであろう，と考えられてきだ？）同様に，その訴訟に含ま
れているすべての諸財産権が， lコベンチャラー（coventurer）の名前におい
て存在する場合に，彼は，諸当事者として自分の仲間達なくして該訴訟を継続
しうるであろう？）そして，自分の個人的な名前でそのジョイント・ベンチャー
の該ビジネスを行うべき代理権を有する lメンバーは，そのビジネスに払われ
るべき 1借金（adebt due the business）を回復すべく l第三者に対して自分
(193) 
自身の名前において 1訴訟を継続しうるであろう。死亡以来，他のジョイント・
ベンチャラーによって譲渡される財産（権）に 1解釈信託（aconstructure 
trust）を創設すべき 1ジョイント・ベンチャラーによる l訴訟において，その
(194) 
ような相続財産の当該遺産管理人は必要な 1当事者ではない。
1ジョイント・ベンチャラーは，唯一の原告当事者として，あらゆる必要か
っ適正な諸当事者が，その訴訟で出席する場合には，そのジョイント・ベンチャー
の支配下にある物，そして，そのジョイント・ベンチャーを知っていた l第三
者へ自分の仲間によって譲渡された財産，における自らのエクイティー上の諸
権利のその宣言部分（thedeclaration）をえるためのエクイティー上の 1訴訟
を継続しうるであろう。そして，同様の諸事情の下で，そのようなジョイント・
ベンチャラーは，その譲受人のその詐欺のために，その契約を取り消すべき 1
(1鉛）
訴訟を継続しうるであろう口
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ある諸ジョイント・ベンチャラーによって所有されている財産に関する当該
収益（proceeds）が， 1第三者によって転換され，ないしは，阻止される場合，
そのような諸所有者はそのような収益を回復すべきある訴訟における関係
(197) 
(interest）の点で真実の当該諸当事者である。
そのジョイント・ベンチャーに含まれている財産に関し自らのクレームを主
張する際の 1ジョイント・ベンチャーの 1メンバーのその a陣怠は，悪意のない
諸第三者に対するような，エクイティー上の l訴訟におけるそのようなクレー
(1鉛）
ムを彼が確立することをさまたげるであろう。 1シンジケートの 1メンバーは，
(1鈎）
そのようなレシートが違法に要求されている場合には，受取られる総額が完全
な処分においてであるという内容の 1レシートを与えることによって自らのク
レームを主張すべきその権利を必ずしも失うことにはならない。
裁判地 （Venue) 諸ジョイント・ベンチャーによる諸訴訟において 裁判
地を尊重している諸考慮は，一般に諸パートナーシップによる諸訴訟において
（捌）
支配されているのと同じ当該諸法原則によって支配されている。
諸権利司諸義務，そして諸責任 諸第三者に対する諸訴訟に関し，諸ジョ
イント・ベンチャーの当該諸権利，諸義務そして諸責任は，諸パートナーのそ
れらの相応した諸権利，諸義務，そして諸責任を支配している諸ルールと同様
（却1)
ないし類似の諸ルールによって支配されている，それらが， 1ジョイント・ベ
ンチャーの当該範囲がかなり狭いというその事実によって制限されることを除
（加2)
夕、トしてはである。
12）訴答，証拠，裁判所の審理，そして損害賠償額
『諸ジョイント・ベンチャーへの責任を強制すべき諸第三者への l訴訟にお
いて，訴答や他の手続的諸事項に関する一般的諸ルールが適用になる。』
1ジョイント・ベンチャーの 1メンバーによる， 1第三者に対する 1訴訟に
おいて，原告の訴答が充分であるか否かは，大きくは，当該訴訟と求められて
いる該訴訟上の救済（relief）のその性質によるのであり，そしてある諸事情の
下では，その合意の該範囲と効果，あるいはそのジョイント・ベンチャーへの
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（加3)
それらの諸当事者間の諸権利による 0 lジョイント・ベンチャラーが， l第三
者に対する 1クレームを創設することを求める l手続きにおいて，そのような
（捌）
第三者は，防禦諸事項（mattersof defense）の証明責任を有する。
法的資格を有し（competent），関係のある，そして判決に重要な影響を及ぼ
（加）
す（material) ような証拠は許容され得る， そして諸一般的ルールは，その証
（揃）
拠の該ウエイトや充分性を決定する際に適用になる。諸ジョイント・ベンチャ
ラーによる諸訴訟における当該証拠のその充分性は， lジョイント・ベンチャー
（鉛7) （悶）
のその存在，そのジョイント・ベンチャーのそれらの諸原告のその共同利益，
（捌）
そのジョイント・ベンチャー・アグリーメントを支えるその考慮，そのジョイ
ント・ベンチャーの取り決めに関するその被告の認識，そのジョイント・ベン
チャー・アグリーメントのその解除，そして，そのジョイント・ベンチャーの
損害に帰着するその被告の契約違反官関して，判断がなされてきた。
諸ジョイント・ベンチャ一間の該取り決め（債務整理， arrangement）に関
するその証拠が明白かっ異議がない場合，そのような取り決めのその法的効果
は，当該裁判所が判断すべきで、あるケ）しかし，その証拠に関して生起する 1事
実問題は，当該陪審員のその判断のためにある（？）しかるべき諸指示（proper
instructions）が， 1ジョイント・ベンチャラーの諸財産権とそれに対する侵害
に関し与えられるであろう。
損害賠償額 その財産権が市場価値を有しない，そのような第三者による
人的財産（権） (personal property）のその喪失のための， 1第三者である受
寄者に対する， 1ジョイント・ベンチャラーによる 1訴訟において，損害賠償
額のその基準は，その所有者にとってのその財産の現実の価値で、ある？原告ー
コベンチャラーは，当該投資のその最初の収益（thefirst proceeds of the 
investment）から，すべての前払い金が完済されるべきであると，そのジョイ
ント・ベンチャー・アグリーメントが規定したならば， 1コベンチャラーのジョ
イント・ベンチャーの利益を考慮することなくその侵害の全部において原告が
損害を回復することは適当（proper）であったと，考えられてきた。 1ベンチャ
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ラーが，自分のコベンチャラーに， 1第三者に対して持っていたかもしれない
すべての諸クレームを譲渡した場合，もし，そのような譲渡を受けたそのコベ
ンチャラーが，自分自身の権利において回復する資格があったならば，彼（＝そ
のコベンチャラー）は，そのジョイント・ベンチャーが受けた損害賠償額のそ
の金額を，ある評決において回復する資格もまた有したともこれまで考えられ
てきた。
4.結語
最近「企業の海外進出と法を考える」という特集があったが（法セミ 1990年
3月号），その構成は，「企業の多国籍化の現実を知ろう」（佐々木建），「企業の
海外進出に法的規制を」（佐久間真一），「『ODA＝政府開発援助Jというビジネ
スJ（藤林泰），「南アフリカ進出企業と法J（林陽子），「海外進出と法的リスク」
（長谷川俊明），「米独占禁止法と進出日本企業」（松下満雄），「日本企業の対米
進出と雇用平等問題」（柏木宏），「92年市場統合後のEC法と日本企業」（岡村莞），
「法的リスクマネジメントと企業法務部の役割J（堀龍児）となっている？その
後の情勢も，この延長上にあり，企業の多国籍化の現実，そのメリットと弊害
をみきわめた上で，企業の国際的責任の確立，「企業憲章Jの求められる時代で
あり，企業の海外選出に社会的監視，規制指針設定の試み (ILO,OECD, IOCU 
＜国際消費者機構＞，国連多国籍企業委員会など国際機関の場では10年以上も
前から追求）が，必要といわれている。更に現在は，かけがえのない「地球」
という場を前提として地球環境の保護プ）先進国と発展途上国との関係の改善が
叫ばれ，また，わが国でも環日本海経済交流の推進の潮流もあって， ロシア共
和国や，中華人民共和国のように経済体制が異なる固との間でもそれらの国の
自由主義化の動きにそって合弁事業が創設されてきてい621)（他の経済圏でも同
じであろう）。今後，合弁事業をとりまく諸問題は，ますます，その重要性を増
してくる問題といえよう。
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［注］
(96) Kan.一一CorpusJuris SecundumがWenzelMachinery Rental & Sales Co. 
v. Adkins, 370 P. 2 d 141, 144, 189 Kan. 435で引用されている。
Mich.一一CorpusJuris Secundumが， Davidson v. State, 201 N.W. 2 d 
296, 298, 42 Mich. App.80.で引用されている。； 48A C.J.S. p.516 n. 24. 
(97) Id., at 516 n. 25. 
(98) Id., at 516 n. 26. 
(9）・特別の諸指図 (instructions)
特別の諸指図の下で，他のメンバーの該代理人として行動している 1合弁企業の
1メンバーの代理権は，そのような諸指図に関し認識を有する 1第三者と取りヲ｜き
する際，そのような諸指図によって制限された。
Ind.一一Isaacsv. Fletcher American Nat. Bank, 198 N.E.829, 103 Ind. 
App. 246，再審理否定そして意見開陳200N.E. 440, 103 Ind. App.246. 
－資本の回収
資本における投機のためにその計算を管理すべき権限を与えられた 1ジョイント・
ベンチャーの 1メンバーは，そのようにすることができる権限がそのようなメンバー
の仲間によって与えられていなかったという事実を考慮して，自分の個人的な使用
のために，あるいは支払なくして，あるいはある不十分な支払いをなす際に，その
ジョイント・ベンチャーの主要事項である諸証券を回収すべき権限は，授与されて
いない，と考えられてきた。そしてそれ故に，そのような諸回収を許すそのブロー
カーが，その結果として生ずる損害のためにそのような仲間に有責であると考えら
れてきた。
N.Y.一 Wrennv. Moskin, 235 N.Y.S. 405, 226 App. Div. 563. 48A C.J.S. 
at 516 n. 27. 
(100) 48A C.J.S. p. 517 n. 28. 
(101) 財産（権）の売却に関する諸ジョイント・ベンチャラーの相互的諸権利について
は，上記§33; 48 A C.J.S. p.517 n. 29. 
(102) U.S.一 BushmanConst. Co. v. Conner, C.A.Colo., 351 F. 2 d 681，裁
量的上訴棄却86S.Ct. 1340, 384 U.S. 906, 16 L.Ed. 2 d 358. 48A C.J.S. p.517 
n. 30. 
(103）・質権
l合弁企業に関する l当事者が，そのような仲間の個人的借金を確保するために，
そのような事業の支配下にある財産（権）を質に入れるべく自分の仲間に明示的に
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は代理権を与えなかったならば，その財産に関するそのような質権は，そのような
当事者に拘束力を有しなかった。もしその仲間がそのような代理権を有したと仮定
する際，そしてそのような仮定の上に行動する際に，その質権者を正当化するよう
なそのような明白な権限を自分の仲間に彼（＝ 1当事者）が与えなかったならばで
ある。
N.Y一 Smithv. First Nat. Bank of Albany, New York, 135 N.Y.S. 985, 
151 App.Div. 317. 48A C.J.S p.517 n. 31. 
(104) Id., at 517 n. 32. 
(105) Id., at 517 n. 3. 
(106) Id., at 517 n. 34. 
(107）・追認
Mass.一 J.Abrams & Co.v. Clark, 11 N.E. 2 d 449, 298 Mass. 542. 
・無体財産（Chosein action) 
合衆国政府との l契約を手に入れた2人の仲間のうちの l人が，他者の認識ある
いは同意なくして，そのような契約を 1第三者に売却したり譲渡した場合に，その
買主はその売主が譲渡できる権限を有するのと同じような，その中の利益のみを習
得すると考えられた。たとえ，買主が，そのような他者のその利益を認識しない，
善意の 1購入者であるにもかかわらずである。
N.Y.一一Curnenv. Ryan, 175 N.Y.S. 50, 187 App.Div. 6，肯定 125N.E. 
915, 227 N.Y. 626. 48A C.J.S. p. 517 n. 35. 
(108) Id., at 517 n. 36. 
(109）・決議の効果
そのシンジケートの諸会議に上程される総ての決議やビジネスは，ある過半数の
投票により決せられるべきであるという， 1シンジケートの 1会議で採用されてい
る1決議は， 1第三者との l契約のその諸基礎を変更すべき権限を創設しなかった。
Pa. -Nick v. Craig, 151A. 573, 301 Pa. 50. 48A C.J.S. p. 518 n. 37. 
(110) Id., at 518 n. 38. 
(111) Id., at 518 n. 39. 
(112) Id., at 518 n. 40. 
(113) Id., at 518 n. 41. 
(114）・不満足なクレーム
このことは，少なくとも，そのようなメンバーがそのジョイント・ベンチャー・
アグリーメントの下でいかなる不満足なクレームをもっていることを示さない場合
にそうである。
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Miss-Union Indemnity Co. v. Wineman, 108 So 796, 144 Miss. 7. 48A 
C.J.S. p. 518 n. 42. 
(115) Id., at 518 n. 43. 
(116) Id., at 518 n. 44. 
(117) Id., at 518 n. 45. 
(118) U.S. -U.S., for Use and Benefit of Gulfport Piping Co. v. Monaco & 
Son, Inc., D. C. Md., 222 F. Supp. 175，他の諸理由で差し戻し336F. 2 d 636. 
Corpus Juris SecundumがLentzv. U.S., 346 F. 2 d 570, 574, 171 Ct. Cl, 
537.で引用されている。 48AC.J.S. p. 518 n. 46. 
(119) Id., at 518 n. 47. 
(120) Id., at 518 n. 48. 
(121) N.Y. -Graham Bros. Aktiebolag v. St. Paul Fire&Marine Ins. Co., 
216 N.Y.S. 346, 127 Misc, 403，肯定221N.Y.S. 828, 220 App.Div. 712. 48A 
C.J.S. p. 518 n. 49. 
(122) Id., at 518 n. 50. 
(123) Id., at 519 n. 51. 
(124) Ark. -Corpus Juris SecundumがMyersv. Lillard, 220 S. W. 2 d 608, 
610, 215 Ark. 355で引用されている。
－欠くことのできない諸当事者
Cal. -Morrison Drilling Co. v. Superior Court of Orange County, 25 Cal. 
Rptr. 682, 208 C.A. 2 d 740. 
・諸シンジケート・マネージャーに立すする訴訟
何らかの諸事情の下で，ある訴訟は，諸シンジケート・マネージャーに対して，
彼らの責任を強制するべく認められるであろう。それは当該企業のその許追の際，
彼らの l人によってなされる 1契約の下での諸営業主と同様である。
N.Y.ー Jonesv. Gould, 103 N.E. 720, 209 N.Y. 419. 
・lジョイント・ベンチャーの 1メンバーによって与えられる l約手によって証拠だ
てられる lクレームのその譲り受け人は，そのように証拠だてられたその負債のた
めに，仲間であるそのようなメンバーの当該責任を強制すべく訴訟を起こしうるで
あろう。
Vt. -Manatee Loan & Mortgage Co. v. Manley’s Estate, 175A. 14, 106 Vt. 
356. 
・エクイティーの判決
会社の諸原告がl商号（tradename）を使用する権利に関し， l契約の違反を
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命じることを求め，そして，その個人的な諸被告が2人のジョイント・ベンチャラー
から成り， lつのメイン州の会社とカリフォルニア州でビジネスを行う16の諸会社
と，諸ジョイント・ベンチャラーの lつがマサチューセッツ州に，存在し，そして
そのメイン州の会社がマサチューセッツ州で lつのビジネスを持っていた場合，カ
リフオルニア州に存在するその他のジョイント・ベンチャラーと，そしてそのカリ
フォルニア州の諸会社がマサチューセッツ州のエクイティー裁判所の前に持ちこま
れえなかったという事実は，原告の諸会社とマサチューセッツ州に住む lジョイン
ト・ベンチャラーとそのメイン州の会社間としてのアグリーメントの点に関し， 1 
つのエクイティーの判決を排除しなかった。他の諸被告が絶対必要な諸当事者では
なかったからである。
Mass. -Franks v. Markson, 149 N.E. 2 d 619, 337 Mass. 278. 48A C.J.S. 
p. 519 n. 52. 
(125）・ジョイント・ベンチャーの本質的当事者
・法人や商社名のみでの訴訟 U.S. -Stuart v. Al Johnson Const. Co., D. C. 
Pa., 236 F. Supp. 126. 48A C.J.S. p. 519 n. 53. 
(126) Id., at 519 n. 54. 
(127) Id., at 519 n. 5. 
(128) Id., at 519 n. 56. 
(129) Id., at 519 n. 57. 
(130) Id., at 519 n. 58. 
(131) Id., at 519 n. 59. 
(132) N.Y. -John’s, Inc. v. Island Garden Center of Nassau, Inc., 269N.Y.S. 
2 d 231, 49 Misc. 2 d 1086，肯定 C.J. Zonneveld & Sons, Inc. v. Island 
Garden Center, Inc., 280 N.Y.S. 2 d 34,53 Misc. 2 d 1021. 48A C. J. S. p. 
519 n. 60. 
(133) Id., at 520 n. 61. 
(134) Id., at 520 n. 62. 
(135) Id., at 520 n. 63. 
(136) Fla. -Fancher v. Rumsey, 164 So. 688, 121 Fla. 631 -Drew v. Hobbs, 
140 So. 211, 104 Fla. 427.他の諸理由で肯定 141 So. 596, 104 Fla. 427. 
・ N.Y. -Corpus Juris SecundumがW.C. Reid & Co. v. Project Fabrication 
Corp. 141 N.Y.S. 2 d 878, 879.で引用されている。
－充分なる諸陳述
(1）総説
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(2) そのいくつかが，ジョイント・ベンチャ一関係を決定するための標準に関する
該諸テストのあるものに相応する，一連の相互に関連する諸事実や諸事情を，
（裁判所への）申し立て書が開示する場合，関係の存在は，異議申し立て人によ
り攻撃される際に十分に訴答として提出されていると考えられるであろう。
・Kan. -Str匂klinv. Parsons Stockyard Co., 388 P. 2 d 824, 192 Kan. 360. 
・不充分な原告の最初の許答や申し立て
・Ga.ー CommunityGas Co.v. Williams, 73 S.E. 2 d 119 ,87 Ga. App.68 -
Atlanta Metallic Casket Co.v. Southeastern Wholesale Furniture Co., 61 
S.E. 2 d 196, 82 Ga. App.353. 48A C.J.S. p. 520 n. 64. 
(137) Tex. -Gunnells Sand Co. v. Wilhite, Civ. App., 389 S. W. 2 d 596，誤り
は差し戻せない誤りであることを拒絶されている。 48A C.J .S. p. 520 n. 65. 
(138) Tex. -Corpus Juris Secundumが GunnellsSand Co. v. Wilhite, Civ. 
App., 389 S. W. 2 d 596, 598，で引用されている。誤りは差し戻せない誤りであ
ることを1'8キ色されている。 48A C.J.S. p. 520 n. 6. 
(139) Id., at 520 n. 67. 
(140) Id., at 520 n. 68. 
(141) Cal.一CorpusJuris Secundumが EngineeringService Corp. v. Langridge 
Inv. Co., 314 P. 2 d 563, 574, 153 C.A. 2 d 404で引用されている。 48AC.J.S.
p. 520 n. 69. 
(142) Id., at 520 n. 70. 
(143) Id., at 520 n. 71. 
(144) Id., at 521 n. 72. 
(145) Id., at 521 n. 73. 
(146) Id., at 521 n. 74. 
(147) Id., at 521 n. 75. 
(148) N.Y.-Lanev. Fenn, 120 N.Y.S. 237, 65 Misc. 336，申し立ては否認125
N.Y.S. 1127, 140 App.Div. 921，そして肯定130N.Y.S. 995, 146 App.Div. 205. 
48A C.J .S. p. 521 n. 76. 
(149) 詐欺と不実表示 48A C.J .S. p. 521 n. 7. 
(150) Id., at 521 n. 78. 
(151）・企業に入るべき権限
あるジョイント・ベンチャラーと取り引きする第三者である購入者は，自分が取
り引きする当事者がジョイント・ベンチャーのために拘束力のある契約に入るべく
権限を付与されたと示すべき権利を有する。 Il.-Bachewicz v. American Nat. 
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Bank and Trust Co. of Chicago, 393 N.E. 2 d 652, 30 Il. Dec. 616, 75 Il. 
App. 3 d 252. 
・l株式所有者の証言録取書の証言は， l人の第2の株式所有者でl人の共同被告で
ある彼のパートナーが，当該第2の株式所有者に対して合弁関係であることを証明
することを許された後， 30日を彼が放棄した会社の負債に対し個人的に有責である
と考えられるべく訴訟を起こした。
Cal.ー Plattv. Billingsley, 44 Cal. Rptr. 476, 234 C.A. 2 d 577. 
・口頭での証拠
不動産の所有権は，口頭の証拠によってジョイント・ベンチャーにおいてである
ように示されるであろう，たとえ，権原がその名前においてなくてもである。
Iowa, -State Central Sav. Bank of Keokuk v. Calvert, 258 N.W. 713, 219 
Iowa 539. 48A C.J.S. p. 521 n. 79. 
(152) Id., at 521 n. 80. 
(153) Id., at 521 n. 81. 
(154）・抗弁を支持すべき明白かっ確信させる証拠
当該特定の諸事情の下で，ある諸被告が，詐欺そして不実表示により当該ジョ
イント・ベンチャー・アグリーメントに入るべくそして署名するべく，その気にさ
せられたというその抗弁を主張する場合，明白そして確信させるその証拠によって
そのような抗弁を立証することは必要であった。 Utah.-Wasatch Livestock 
Loan Co. v. Lewis & Sharp, 35 P. 2 d 835, 84 Utah 347. 48A C.J.S. p. 521 
n. 82. 
(155) Tex. -City of San Antonio v. Guido Bros. Const. Co. Civ. App., 460 
S.W. 2 d 155，誤りは差し戻せない誤りであることを拒絶されている。－Bass.v.
Fouts, Civ. App., 400 S.W. 2d 15，誤りは差し戻せない誤りであることを拒絶
されている。－WorthFinance Co. v. Charlie Hillard Motor Co., Civ. App., 
131 S. W. 2 d 416. 
・宣誓証言における「ジョイント・ベンチャーjという用語の使用は， lジョイント・
ベンチャーの認定に関し，決定的ではない。
U.S. -Bank of St. Louis v. Morrissey, C. A. Mo., 597 F. 2 d 1131. 
－諸被告間で森林の所有権と伐採におけるジョイント・ベンチャーを立証するのに状
況証拠は十分であった。森林の不法かっ不誠実な伐採のための不法侵害の訴訟にお
いて，自分は，購入目的で他の被告に金銭を単に貸したという被告の証言を求めて
いるにもかかわらずである。
La. -Nelson v. Culpepper, App. 140 So. 2 d 790. 48A C.J.S. p. 521 n. 83. 
一21(305）一
(156) Tex-Texas Candy & Nut Co.v. Horton, Civ. App., 235 S.W. 2 d 518，誤
りは差し戻せない誤りであることを拒絶されている。 48AC.J.S. p. 522 n. 84. 
(157) Id., at 522 n. 85. 
(158) U.S. -Fluor Corp. v. U.S. ex rel. Mosher Steel Co., C.A. Ariz., 405 F. 
2 d 823，裁量的上訴棄却89S. Ct. 1632, 394 U.S. 1014, 23 L. Ed. 2 d 40, Union 
Tank Car Co. v. U.S. ex rel. Mosher Steel Co. 89 S. Ct. 1632, 394 U.S. 
1014, 23 L. Ed. 2 d 40and Ward Industries, Corp. v. U.S. ex rel. Mosher 
Steel Co., 89 S. Ct. 1632, 394 U.S. 1014, 23 L. Ed. 2 d 40. 48A C.J.S. p. 522 
n. 86. 
(159) Id., at 522 n. 87. 
(160) Id., at 523 n. 8. 
(161) Tex. -Schlumberger Well Surveying Corp. v. James, Civ. App., 4018. 
w. 2 d 328誤りは差し戻せない誤りであることを拒絶されている。 48AC.J.S.p. 
523 n. 89. 
(162) Id., at 523 n. 90. 
(163) Id., at 523 n. 91. 
(164) U.S. -Wood v. Western Beef Factory, Inc., C. A. Wyo., 378 F. 2 d 96-
Dubuque Stone Products Co. v. Fred L. Gray Co., C.A. Iowa., 356 F. 2 d 
718-Bushman Const. Co. v. Conner, C.A. Colo., 351 F. 2 d 681，裁量的上
訴棄却R.P.R.Const. Co. v. Bushman Const. Co., 86 S. Ct. 1340, 384 U.S. 
906, 16L. Ed. 2 d 358. 48A C.J.S. p. 523 n. 92. 
(165) U.S.ー CorpusJuris Secundumが KelleyInv. Co. v. Merrill Lynch, 
Pierce, Fenner & Smith, Inc., C.A. Neb., 386 F. 2 d 595, 598で引用されてい
る。 48AC.J.S. p. 523. n. 93. 
(166) Id., at 523 n. 96. 
(167) Id., at 523 n. 95. 
(168) Corpus Juris Secundumが KelleyInv. Co. v. Merrill Lynch, Pierce, 
Fenner & Smith, Inc., C.A. Neb., 386 F. 2 d 595, 598.で引用されている。
Ingalls Iron Works Co.v. Fehlhaber Crop., D.C. N.Y., 275 F. Supp. 
623-Hamman v. U.S., D.C. Mont., 267 F. Supp. 420, appeal上訴棄却399
F. 2 d 673-Fish back v. U.S., D.C.S.D., 215 F. Supp. 621-Tatev. Knox, 
D.C. Minn., 131 F. Supp. 514. 
・説得力なき判例
l共同冒険事業（acoadventure）がクレームされているそれぞれのケースは，
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その結果に対し，それ自身の諸事実によっており諸事実のそれらの多種多様のゆえ
に，他に対する 1つの説得力ある先例より高く上がる（risehigher）共同冒険事
業の事例はない。
U.S. V. Standard Oil Co. of California, D.C. N.Y., 155 F. Supp. 121, 
肯定270F. 2 d 50. 48A C.J.S. p. 523 n. 94. 
(169) Id., at 523 n.97. 
(170) Id., at 523 n. 98. 
(171) Id., at 524 n. 99. 
(172) Id., at 524 n. 1. 
(173) Id., at 524 n. 2. 
(174) Tex. -Reagan County Purchasing Co.v. Big Lake Oil Co., Civ. App., 
105 S.W. 2 d 462，権利が却下されている。 48A C.J.S. p. 524 n 3. 
(175) Id., at 524 n. 4. 
(176) Id., at 524 n. 5. 
(177) Id., at 524 n. 6. 
(178) Id., at 524 n. 7. 
(179) Id., at 524 n. 8. 
(180) Id., at 524 n. 9 . 
(181) Id., at 524 n. 10. 
(182) Id., at 524 n. 1. 
(183) Id., at 524 n. 12. 
(184) Id., at 524 n. 13. 
(185) Archer-Daniels-Midland Co. v. Paull, D.C. Ark, 188 F. Supp. 277，他の
諸理由で差し戻、し， 293F. 2 d 389，差し戻し審で199F. Supp. 319，肯定 313F. 
2 d 612. 
－単一取引に関し，単一企業によって維持されるべき訴訟
建設請負業者（constructioncontractor）や他の労働者達が，不振な時期の間，
自ら従事すべく，請負委託者（contractee）の建物の建造のために自らの労働を
共同出資し，利益ーそれに関して何もなかったーにおいて l分け前と一般より低
い時間料金で引き受けることに同意している場合，せいぜい， l合弁企業が存在し
たが，パートナーシップはなかった，そして請負業者は，契約価格のために他の諸
労働者に加わることなく，訴訟を継続する資格があった。
Pa.一Muchowv. Schaffner, 119 A. 2 d 568, 180 Pa. Super. 413. 
．諸権利や仕事の購入
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ジョイント・ベンチャーを解散する契約の下で，諸ジョイント・ベンチャーによ
る石炭会社のためになされていた「全ての仕事jと同じように細片である採鉱石炭
のために 1石炭会社をもっ「全契約諸権利jを含んでいるビジネスにおけるコアド
ベンチャラーの利益を，ビジネスを保有しているジョイント・ベンチャラーが購入
した場合，解散より前に諸ジョイント・ベンチャラーによって取り去られた石炭を
つぶす際，石炭会社の側の不適正な不正手段 (improperpractices）から生じる
不足に対して回復するべく石炭会社に対する訴えを自らの名前において維持する資
格が，購入しているジョイント・ベンチャラーにはあるであろう。
W. Va. -Sammons Bros. Const. Co. v. Elk Creek Coal Co., 65 S.E. 2 d 
94, 135 W. Va. 656. 48A C.J.S. p. 525 n. 14. 
(186)-1 Id., at 525 n. 15 
(186)-2 1991 C.A.P .Pでは次のように補足されている。 「1ジョイント・ベンチャー
は，自分自身の名で訴訟を起こしてもよい（U.S.-Gray Energy Corp. v. 
Metro Oil Products, D. Utah, 114 F.R.D 69.）。J
(187) 48A C.J .S. p. 525. n. 16. 
(188) Id., at 525 n. 17. 
(189) Id., at 525 n. 18. 
(190) Id., at 525 n. 19. 
(191）・フィクションとしてのジョイント・ベンチャー
形式上の契約が建設会社と個人から成る lジョイント・ベンチャーをゼネラルコ
ントラクター（generalcon tractor）と証明した場合，そのような明示が純粋に
必要な諸保証契約をえるための l企てであった場合，そして共同管理複合体
(condo-minium complex）の諸所有者が，個人の参加や履行にたよっているこ
と，あるいは彼らがその人の不参加について不平をのべていること，あるいはこれ
までジョイント・ベンチャーを 1フィクション以上の何かと考えていたという証拠
がなかった場合には，建設会社は正当に利益において真実の当事者と取り扱われ，
そしてそのようなものとして契約違反のために諸所有者に対する反訴を維持できた。
Utah. -Lignell v. Berg, 593 P. 2 d 800. 
(192) Id., at 525 n. 21. 
(193）・適格な当事者
1ジョイント・ベンチャーの全ての諸支払いや収入がそのジョイント・ベンチャー
契約の下で l人のコベンチャラーを通して流れる（flow）ことになっていた場合，
そのようなコベンチャラーは，すべての自らの諸コベンチャラーのために l訴訟を
起こすべき1人の適格な当事者であった。
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U.S. - National Bank & Trust Co. of North America, Ltd. v. J.L.M. 
Intern., Inc., D.C.N.Y., 421 F. Supp. 1269. 
・経営委員会
経営委員会の3人の諸メンバーへの権限に関する，ジョイント・ベンチャー・ア
グリーメントの広い委託，そして委員会が多数投票によって行動するという特別の
規定にかんがみて， トラストに関する第2の捺印証書（seconddeed）のリーエン
から29.8エーカーを開放すべく 抵当権設定者としてのジョイント・ベンチャーの
授権を主張するために訴訟追行すべき権限を 2人の諸ジョイント・ベンチャラーは
有した。
Md. -Burroughs v. Garner, 405 A. 2 d 301, 43 Md. App. 302. 48A C.J.S. 
p. 525 n. 2. 
(194) Id., at 525 n. 23. 
(195) Id., at 525 n. 24. 
(196) Id., at 526 n. 25. 
(197) Id., at 526 n. 26. 
(198) Id., at 526 n. 27. 
(199) Id., at 526 n. 28. 
(200) Id., at 526 n. 29. 
(201) U.S. -Archer-Daniels-Midland Co. v. Paull, D.C. Ark., 188 F. Supp. 
277，他の諸理由で差し戻し， 293F. 2 d 389, on remand 199 F. Supp. 319，肯定
313 F. 2 d 612. 48A C.J .S. p. 526 n. 30. 
(202) Id., at 526 n. 31 ( =n. 30) 
(203）・不必要な諸ロスの割り当てに対する諸々の主張（Allegations)
原告が諸供給者から物品を購入し，それらを転売し，該諸被告によって獲得され
る諸買主へのそのための支払いをなし，売られた商品のための支払いを受け，そし
てそのような諸転売の純益にあずかるべきであるという諸主張がある場合，主張さ
れた関係は， l「ジョイント・ベンチャーjであった。原告がその諸損失に加わる
べきでなかったという諸主張にかかわらずである。
N.Y.-Montenegro v. Roxas, 141 N.Y.S 2 d 681. 48A C.J.S. p. 526 n. 32. 
(204) Id., at 526 n. 3. 
(205) Id., at 526 n. 34. 
(206) Id., at 526 n. 35. 
(207) Woodard v. Campbell, D.C. Ind., 134 F. Supp. 285，肯定235F. 2 d 268. 
Tex. -Heinrich v. Wharton County Livestock, Inc., Civ. App., 557 S.W. 
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2 d 830，誤りは差し戻せない誤りであることを拒絶されている。 48AC.J.S. p. 
526 n. 36. 
(208) Id., at 526 n. 37. 
(209) Id., at 527 n. 38. 
(210) Id., at 527 n. 39. 
(211) Id., at 527 n. 40. 
(212) Id., at 527 n. 41. 
(213) Id., at 527 n. 42. 
(214) Id., at 527 n. 43. 
(215) Id., at 527 n. 44. 
(216) Id., at 527 n. 45. 
(217) Id., at 527 n. 46. 
(218) Id., at 527 n. 47. 
なお， mayの語義については， Black’SLaw Dictionary 6th ed. (West, 19 
90) p. 979 ; West’S Law and Commercial Dictionary in Five Languages 
(West,1985) p. 114 ; Webster’s Ninth New Collegiate Dictionary (1990) p. 
734 et seq.他方 TheConcise Oxford Dictionary (1990) p. 734参照。
(219) 法学セミナーVol.35 no. 3, 27～61頁。
(220) William H. Rodgers, Jr.官nvironmentalLaw”（West Publishing Co., 
1977) ; Kenneth S. Abraham, Environmental Liability Insurance Law 
(Prentice Hall Law & Business, 1991）；東京海上火災保険株式会社編『環境リ
スクと環境法一米国編－J （有斐閣， 1992）；同『同一欧州編ー』（同， 1992); 
ロジャー ・W・フインドレー＝ダニエル・ A・ファーパー『アメリカ環境法J（稲
田仕士訳）（木鐸杜， 1992）；人間環境問題研究会編『特集地球環境問題と国際的対
応；J（有斐閣， 1991）；同『特集21世紀への新しい環境政策を探る』（有斐閣， l鈎2）。
(221) 小川和男＝小牧輝夫編『環日本海経済圏』（日本経済新聞社， 1991）。
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